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１ 事業者（法人）について 

事 業 者 名 称 社会福祉法人京都社会事業財団 

代 表 者 氏 名 理事長  野口 雅滋 

所 在 地 京都市西京区山田平尾町 17番地 

連 絡 先 

 

電話番号：（０７５）３９１－５８１１ 

F A X番号：（０７５）３９３－０１４０ 

設 立 年 月 日 昭和 24年 3月 31日 

 

２ 利用施設について 

（１）施設の所在地等 

施 設 名 称 特別養護老人ホーム京都厚生園 

所 在 地 京都市西京区山田平尾町 46番地 

連 絡 先 

 

電話番号：（０７５）３９１－７８７０ 

F A X番号：（０７５）３９２－０１９１ 

事 業 所 番 号 ２６７４００００３５ 

管 理 者 氏 名 寺坂 ユキ子 

建 物 の 構 造 鉄筋コンクリート造 地上 2階建 

敷 地 面 積 3950.07㎡（延べ床面積 3327.32㎡） 

開 設 年 月 日 昭和 55年 6月 1日 

入 所 定 員 80名 

併 設 事 業 所 

 

 

（介護予防）短期入所生活介護（第 2674000035号） 

通所介護・介護予防型デイサービス（第 2674000035号） 

居宅介護支援事業所（第 2674000555号） 

（２）事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

社会福祉法人京都社会事業財団が設置する特別養護老人ホーム京都厚生
園（以下｢施設｣という。）が行う指定介護老人福祉施設の適正な運営を確
保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、要介護状態の利
用者の意思及び人格を尊重し、利用者の立場に立った適切な指定介護福祉施
設サービス提供することを目的とします。 

運 営 の 方 針 

1 施設は、施設サービス計画に基づき、可能な限り居宅における生活へ
の復帰を念頭に置いて、必要な日常生活上の世話、社会生活上の便宜
供与、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、利用
者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう
にすることを目指します。 

2 施設は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場にたった
サービス提供に努めます。 

3 施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付きを重
視した運営を行い、関係市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事
業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提
供する者との密接な連携に努めます。 

4 施設は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を
行うとともに、その職員に対し、研修を実施する等の措置を講じます。 

5 施設は、サービスの提供に当たっては、介護保険法第118条の２第１項
に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ
有効に行うよう努めます。 

6 上記のほか、「京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及
び運営の基準等に関する条例（平成25年1月9日京都市条例第39号）」及
び｢指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11
年3月31日厚生省令第39号）｣を遵守し、事業を実施します。 

 



- 2 - 

 

（３）設備の概要 

居 室 数 個室４室、２人部屋２室、４人部屋１８室 

静 養 室 １室 

浴   室 個浴槽（１）･座位型特殊浴槽（２）･臥床型特殊浴槽（１） 

洗 面 設 備 １階２か所・２階６か所 

便   所 １階４室・２階１２室 

医 務 室 １室 

食   堂 １階１か所・２階２か所 

機能訓練室 １室 

※ 入居される居室は、原則として４人部屋となります。 

※ 利用者から居室の変更希望の申出があった場合は、居室の空き状況等によりその可否を決

定します。また、利用者の心身の状況により居室を変更する場合があります。その際には、

利用者や家族等と協議の上決定するものとします。 

ただし、感染症まん延防止のため早急に居室変更が必要な場合は、変更後のご連絡となる

場合があります。 

（４）職員体制 

職  種 人  数 勤 務 体 制 

施設長（管理者） 常勤  1名  8:30～17:30 （兼務） 

医 師 1名以上 
内 科 医 週 2回 

精神科医 月 2回 

生 活 相 談 員 常勤  1名以上  8:30～17:30 又は  9:30～18:30 

介 護 職 員 又 は 

看 護 職 員 
常勤換算方法 27名以上 

（介護職員） 

早出  7:30～16:30 

日勤  8:30～17:30 又は 9:30～18:30 

遅出 11:00～20:00 

夜勤 16:45～ 9:45 

看 護 職 員 常勤換算方法  3名以上 
9:00～18:00 

※24時間オンコール対応を行っています。 

管 理 栄 養 士 1名以上 9:00～18:00 

機能訓練指導員 1名以上 9:00～18:00 

介護支援専門員 常勤  1名以上  8:30～17:30 又は  9:30～18:30 

（５）職務内容 

職  種 職 務 内 容 

施設長（管理者） 
施設の職員及び業務の管理を一元的に行うとともに、職員に事業に関する

法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行います。 

医 師 利用者に対し、健康管理及び療養上の指導を行います。 

生 活 相 談 員 
利用者及び家族等からの相談に適切に応じるとともに、利用者の入退所に

関して必要な援助を行います。 

介 護 職 員 利用者の入浴、食事等の介助及び援助を行います。 

看 護 職 員 利用者の日々の健康状態のチェック、保健衛生上の指導や看護を行います。 

管 理 栄 養 士 利用者に対し、適切な栄養管理を行います。 

介護支援専門員 
施設サービス計画の作成や変更のほか、利用者の入退所に関して必要な援

助等を行います。 

機能訓練指導員 
利用者に対し、その心身の状況等に応じて、日常生活を営むのに必要な機

能を改善し、その減退を防止するための訓練を行います。 
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３ 施設が提供するサービスの内容及び費用について 

（１）サービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

施設サービス計画の作成

実施 

 

介護支援専門員が利用者・家族の希望等を確認し、施設サービス

計画書を作成します。計画は、利用者・家族の同意を得た上で、

計画に沿ったサービスを提供します。 

個別機能訓練の実施 

 

 

 

1 機能訓練指導員（看護職員）が利用者の希望や身体状況に合わ

せて、実施します。 

2 生活リハビリを取り入れ、身体機能の低下を防止するように努

めます。 

栄養ケア・マネジメント計

画の作成実施 

管理栄養士により、各利用者の状態に応じた栄養管理を計画的に

行います。 

食事 

 

 

 

管理栄養士の立てる献立により、栄養と利用者の身体状況に配慮し

た食事を提供します。食事は原則、食堂を利用していただきます。 

＜食事時間＞朝食 7:30～、昼食 12:00～、夕食 18:00～ 

※各利用者の状況等により食事時間が前後することがあります。 

排せつ 

 

利用者の状態に応じて適切な排せつ介助を行うとともに、排せつ

の自立について適切な援助を行います。 

入浴 

 

週２回の入浴又は清拭を行います。利用者の状態に応じて適切な

援助方法（特殊浴槽の利用等）で援助します。 

口腔衛生 

 

口腔衛生の管理体制を整備し、各利用者の状態に応じた口腔衛生

の管理を計画的に行います。 

生活介護 

 

 

 

 

1 寝たきり防止のため、できる限りベッドから離れ起きていただ

くように援助します。 

2 生活のリズムを考え必要な更衣や整容が行われるよう配慮します。 

3 清潔な寝具を利用していただくために、シーツや枕カバー等の

交換を定期的及び随時行います。 

健康管理 

 

 

 

 

1 医師や看護職員を中心に、各職種が共同して健康管理を行います。 

2 医療の必要性の判断は医師が行います。夜間等医師の不在時は、

協力病院への受診を行います。 

3 夜間は介護職員のみになるため、看護職員に 24時間連絡できる

体制を確保しています。 

生活相談 

 

 

 

1 利用者及び家族からの相談に対応し、可能な限り必要な援助を

行うように努めます。 

2 相談窓口：生活相談員・介護支援専門員（担当以外の職員も相

談対応・連絡調整をさせていただきます。） 

余暇活動 適宜レクリエーションを企画し、参加の機会をつくります。 

所持品保管 

 

身の回り品については、居室に備え付けの収納庫等に納まる範囲

でお預かりします。 

行政手続き代行 

 

行政機関への手続きが必要な場合は、利用者や家族の状況によっ

ては代行します。 

 

 

 



- 4 - 

 

（２）利用料金 

①基本料金（多床室・従来型個室） 

【介護福祉施設サービス費＋各種加算】 
（日常生活継続支援加算Ⅰ、看護体制加算Ⅰ・Ⅱ、夜勤職員配置加算Ⅲ、精神科医療養指導加算） 

要介護度 
利用者負担額（日額） 利用者負担額（月額） ※31日で計算 

1割負担 2割負担 3割負担 1割負担 2割負担 3割負担 

要介護１ 688円 1,376円 2,063円 21,316円 42,632円 63,948円 

要介護２ 761円 1,522円 2,283円 23,584円 47,167円 70,751円 

要介護３ 837円 1,674円 2,511円 25,949円 51,897円 77,845円 

要介護４ 911円 1,821円 2,731円 28,216円 56,432円 84,648円 

要介護５ 983円 1,965円 2,947円 30,452円 60,903円 91,354円 

②加算料金 

加算項目 
利用者負担額 

算定回数等 
1割負担 2割負担 3割負担 

(1)初期加算 

 
32円 63円 94円 

1日につき(入所し

た日から30日以内) 

(2)安全対策体制加算 21円 42円 63円 入所初日のみ 

(3)個別機能訓練加算(Ⅰ) 13円 25円 38円 1日につき 

(4)個別機能訓練加算(Ⅱ) 21円 42円 63円 1月につき 

(5)経口移行加算 30円 59円 88円 1日につき 

(6)経口維持加算(Ⅰ) 418円 836円 1,254円 1月につき 

(7)療養食加算 

 
7円 13円 19円 

1回につき(1日に

つき3回を限度) 

(8)再入所時栄養連携加算 209円 418円 627円 1回につき 

(9)排せつ支援加算(Ⅰ) 11円 21円 32円 1月につき 

(10)排せつ支援加算(Ⅱ) 16円 32円 47円 1月につき 

(11)排せつ支援加算(Ⅲ) 21円 42円 63円 1月につき 

(12)褥瘡マネジメント加算(Ⅰ) 4円 7円 10円 1月につき 

(13)褥瘡マネジメント加算(Ⅱ) 14円 27円 41円 1月につき 

(14)自立支援促進加算 293円 586円 878円 1月につき 

(15)科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 53円 105円 157円 1月につき 

(16)ADL維持等加算(Ⅱ) 63円 126円 189円 1月につき 

(17)外泊時費用 

 
257円 514円 771円 

1日につき（1月に

つき6日を限度） 

(18)外泊時在宅サービス利用費用 

 
586円 1,171円 1,756円 

1日につき（1月に

つき6日を限度） 

(19)看取り介護加算(Ⅱ) 

 

 

 

 

 

 

76円 151円 226円 
死亡日以前31日

以上45日以下 

151円 301円 452円 
死亡日以前4日以

上30日以下 

816円 1,631円 2,446円 
死亡日の前日及

び前々日 

1,652円 3,303円 4,954円 死亡日 
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(20)特別通院送迎加算 621円 1,242円 1,863円 1月につき 

(21)配置医師緊急時対応加算 

 

 

 

 

340円 680円 1,019円 
1回につき(配置医

師の勤務時間外) 

680円 1,359円 2,038円 
1回につき(早朝･

夜間) 

1,359円 2,717円 4,076円 1回につき(深夜) 

(22)退所時栄養情報連携加算 74円 147円 220円 月1回限度 

(23)退所前後訪問相談援助加算 481円 962円 1,443円 1回につき 

(24)退所時相談援助加算 418円 836円 1,254円 1回限り 

(25)退所前連携加算 523円 1,045円 1,568円 1回限り 

(26)退所時情報提供加算 262円 523円 784円 1回限り 

(27)協力医療機関連携加算 105円 209円 314円 1月につき 

(28)在宅復帰支援機能加算 11円 21円 32円 1日につき 

(29)若年性認知症入所者受入加算 126円 251円 377円 1日につき 

(30)認知症行動・心理症状緊急対応

加算 
209円 418円 627円 

1日につき(7日間

を限度) 

(31)高齢者施設等感染対策向上加算

(Ⅰ) 
11円 21円 32円 1月につき 

(32)高齢者施設等感染対策向上加算

(Ⅱ) 
6円 11円 16円 1月につき 

(33)新興感染症等施設療養費 251円 502円 753円 1日につき 

介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) 

 

月の総利用単位数に 14.0％を乗じて得た額の 1 割、2 割又

は 3割が加算されます。 

(1) 初期加算 

入所後 30日に限り加算します。30日を超える病院等への入院後に、再度入所した場合に算

定します。 

(2) 安全対策体制加算 

リスクマネジメントに関する外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門

を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備されている場合に算定します。 

(3) 個別機能訓練加算(Ⅰ) 

機能訓練指導員を中心に各職種が共同して利用者の心身の状況に応じて個別のリハビリ計

画を立案・実行した場合に算定します。 

(4) 個別機能訓練加算(Ⅱ) 

個別機能訓練加算Ⅰを算定している利用者について、個別機能訓練計画書の情報を厚生労働

省に提出し、サービスを提供するに当たって当該情報その他必要な情報を活用し、適切かつ

有効に実施した場合に算定します。 

(5) 経口移行加算 

現に経管により食事を摂取している利用者に、経口による食事の摂取をするための経口移行

計画を作成し、医師の指示を受けた管理栄養士等による栄養管理、看護職員等による支援が

行われた場合、原則 180日を限度として算定します。 

(6) 経口維持加算(Ⅰ) 

現に経口により食事を摂取しておられる利用者で摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる方

が対象。医師又は歯科医師の指示に基づき、各職種が共同して、栄養管理をするための食事
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の観察及び会議等を行い、経口による継続的な食事摂取を進めるための経口維持計画を作成

し、医師等の指示を受けた管理栄養士が栄養管理を行った場合に算定します。 

(7) 療養食加算（１日に３食(３回)を限度） 

医師の発行する食事せんに基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食・腎臓

病食・肝臓病食・胃潰瘍食(流動食は除く。)・貧血食・膵臓病食・脂質異常症食・痛風食及

び特別な場合の検査食を提供した場合に算定します。 

(8) 再入所時栄養連携加算 

利用者が医療機関に入院し、経管栄養又は嚥下調整食の新規導入など、施設入所時とは大き

く異なる栄養管理が必要となった場合について、施設の管理栄養士が医療機関の管理栄養士

と連携して、再入所後の栄養管理に関する調整を行った場合に算定します。 

(9) 排せつ支援加算(Ⅰ) 

以下の要件を満たした場合に算定します。 

・排せつに介護を要する利用者ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師

と連携した看護師が施設入所時に評価するとともに、少なくとも６月に１回、評価を行い、

その評価結果を厚生労働省に報告すること。 

・上記の評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる利用者

について、医師、看護師、介護支援専門員等が共同して、排せつに介護を要する原因を分

析し、それに基づいた支援計画を作成し、支援を継続して実施していること。 

・上記の評価に基づき、少なくとも３月に１回、利用者ごとに支援計画を見直していること。 

(10) 排せつ支援加算(Ⅱ) 

排せつ支援加算Ⅰの要件を満たすとともに、適切な対応を行うことにより、以下のような要

介護状態の軽減が見込まれる利用者に算定します。 

・施設入所時と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善する。 

・いずれにも悪化がない又はおむつ使用ありから使用なしに改善していること。 

(11) 排せつ支援加算(Ⅲ) 

排せつ支援加算Ⅰの要件を満たすとともに、適切な対応を行うことにより、以下のような要

介護状態の軽減が見込まれる利用者について算定します。 

・施設入所時と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善する。 

・いずれにも悪化がなく、かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善していること。 

(12) 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ) 

以下の要件を満たした場合に算定します。 

・利用者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所時に評価するとともに、

少なくとも３月に１回、評価を行い、その評価結果を厚生労働省に報告すること。 

・上記の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた利用者ごとに医師、看護師、管

理栄養士、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥

瘡ケア計画を作成していること。 

・利用者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や利用者

の状態について定期的に記録していること。 

・上記の評価に基づき、少なくとも３月に１回、利用者ごとに褥瘡ケア計画を見直している。 

(13) 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ) 

褥瘡マネジメント加算Ⅰの要件を満たすとともに、施設入所時の評価の結果褥瘡が発生する
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リスクがあるとされた利用者について、褥瘡の発生のない場合に算定します。 

(14) 自立支援促進加算 

すべての利用者に医学的評価に基づく日々の過ごし方等へのアセスメントの実施や日々の

生活全般における計画に基づくケアの実施をしている場合、月単位で加算します。 

(15) 科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 

介護サービスの質の評価と科学的介護の取り組みを推進し、サービスの質の向上を図るため、

利用者ごとの心身や疾病の状況等の基本的な情報を厚生労働省に提出し、必要に応じて施設

サービス計画を見直すなど、サービスの提供にあたり、上記の情報その他適切かつ有効に行

うために必要な情報を活用している場合に算定します。 

(16) ADL維持等加算(Ⅱ) 

以下を行った場合に算定します。 

・利用者等（当該施設等の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が 10人以上である

こと。 

・利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサー

ビスの利用がない場合はサービスの利用があった最終月）において、Barthel Indexを適

切に評価できる者が ADL値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出して

いること。 

・利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したADL値から利用開始月に測定した ADL

値を控除して得た値に、初月の ADL値や要介護認定の状況に応じて、別表に定められた値

を加えた ADL利得の上位及び下位それぞれ１割の者を除く評価対象利用者の ADL利得を平

均して得た値が一定以上であること。 

(17) 外泊時費用 

①の基本料金は請求しません。 

(18) 外泊時在宅サービス利用費用 

利用者に対して居宅における外泊を認め、当該利用者が当園より提供される在宅サービスを

利用した場合は、１月に６日を限度として１日につき算定します。 

(19) 看取り介護加算 

利用者について医師、看護職員、介護職員等が共同して、随時本人又は家族等の同意を得な

がら看取り介護を実施した場合に、それぞれの日数に基づき算定します。 

(20)特別通院送迎加算 

定期的かつ継続的に透析を必要とする利用者に対して、家族や病院等による送迎が困難等の

やむを得ない事情がある場合、職員が月 12回以上の送迎を行った場合に算定します。 

(21) 配置医師緊急時対応加算 

利用者の緊急時の注意事項や病状等について情報共有の方法や曜日や時間帯などの医師と

の連絡方法や診察を依頼するタイミングなどについて配置医師と施設の間で具体的に取り

決めを行い、配置医師又は協力医療機関の医師が連携し施設の求めに応じて 24時間対応で

きる体制を確保した場合に算定します。 

(22) 退所時栄養情報連携加算 

特別食を必要とする利用者又は低栄養状態にあると医師が判断した利用者について、管理栄

養士が退所先の医療機関等に対して、当該利用者の栄養管理に関する情報を提供した場合に

算定します。 
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(23) 退所前後訪問相談援助加算 

退所される場合に状況に応じて加算されます。詳細は退所をご検討される場合にご説明します。 

(24) 退所時相談援助加算 

退所される場合に状況に応じて加算されます。詳細は退所をご検討される場合にご説明します。 

(25) 退所前連携加算 

退所される場合に状況に応じて加算されます。詳細は退所をご検討される場合にご説明します。 

(26)退所時情報提供加算 

退所後の医療機関に対して、利用者の心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場合に算

定します。 

(27)協力医療機関連携加算 

協力医療機関との実効性のある連携体制を構築するために、利用者の現病歴等の情報共有を

行う会議を１年に３回以上開催している場合に算定します。 

協力医療機関には、利用者の病状が急変した場合において、医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を常時確保するとともに、常時診療を行う体制や原則入院を受け入れる体制を確保

していることが求められています。 

(28) 在宅復帰支援機能加算 

在宅復帰をされる場合に状況に応じて加算されます。詳細は退所をご検討される場合にご説

明します。 

(29) 若年性認知症入所者受入加算 

初老期における認知症の利用者を受け入れた場合で担当職員を明確にし、算定します。 

(30) 認知症行動・心理症状緊急対応加算 

医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に入所

することが適当であると判断した場合に、入所した日から７日を限度として算定します。 

(31)高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ) 

以下を行った場合に算定します。 

・第二種協定指定医療機関との間に、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保してい

ること。 

・協力医療機関との間で、新興感染症以外の一般的な感染症の発生時等の対応を取り決める

とともに、発生時等に連携し適切に対応していること。 

・診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届け出を行った医療

機関が定期的に行う院内感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加している

こと。 

(32)高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ) 

・診療報酬における感染対策向上加算に係る届け出を行った医療機関から、３年に１回以上

の施設内で感染者が発生した場合の感染制御に係る実地指導を受けていること。 

(33)新興感染症等施設療養費 

利用者が新興感染症（新型コロナウイルスは含まない。）に感染した場合に、相談対応、診

療及び入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、感染した利用者に対し、適切な感染対策

を行った上で、介護サービスを行った場合に算定します。 

※ 介護職員等処遇改善加算は、介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上等

の取り組みを行う事業所に認められる加算です。 
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※ 上記の料金は利用者負担のめやすになっています。１か月分まとめて計算すると、若干の

誤差が生じる場合があります。 

※ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額にあわせて、利用者の負担額も

変更になります。 

（３）その他の費用 

項  目 内    容 料 金 

食費  1,550円／日 

居住費 

 

多床室（２人～４人部屋） 915円／日 

従来型個室 1,231円／日 

金銭管理料 

 

 

 

 

 

 

希望に基づき金銭管理サービスを行います。詳細は、

別に定める管理委任契約書により行うものとします。 

＜お預かりできるもの＞ 

施設が指定する金融機関の預貯金通帳・金融機関

届出印・年金証書・現金 

※日常生活費等の立替払い及び支払代行サービスが

含まれています。 

1,500円／月 

 

 

 

 

 

 

テレビ使用電気代 利用者の居室において個別に使用されるテレビの電気代 300円／月 

文書発行手数料 

 

 

死亡診断書、共通健康診断書、成年後見用診断書 1通  5,500円 

成年後見用鑑定書 1通 50,000円 

補装具費支給意見書、障害者診断書、意見書 無料 

立替え購入代 

（「立替え購入依頼

書」にて施設が立替え

を行うことを委任し

ていただいたもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療費・薬代 実費 

理美容代 実費 

口腔ケア物品 

歯磨き粉・義歯洗浄剤・歯ブラシ・義歯用歯ブラ

シ・吸引歯ブラシ・口腔内保湿剤・ミラー等の個

別に必要なもの 

実費 

 

 

 

日常品で利用者個別に必要なもの 

靴・下着や衣類代、予防のための医薬部外品やガー

ゼ類等、新聞・雑誌・公衆電話の代金、施設提供

分以外の食品代、利用者希望による出前や外食時

の食事代等 

実費 

 

 

 

 

行事参加費用 

お花の会、その他サークルの参加費用等 

実費 

 

利用者個別の理由により、外出される場合に付き添

う職員の食事代・交通費 

実費 

 

施設で対応できない衣類のクリーニング代 実費 

インフルエンザ・肺炎球菌・新型コロナウイルス等

の予防接種代 

実費 

 

複写物の交付 
カラー 1枚 30円 

白黒 1枚 10円 

大型ごみ等処分費用 実費 

※ 食費・居住費については、減額制度があります。（「減額について」参照） 

※ 居住費については、入院又は外泊中でも料金をいただきます。ただし、入院又は外泊中の

ベッドを利用者の同意を得た上で、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護に利

用する場合は、利用者から居住費はいただきません。 
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※ 個室利用者については、経過措置として、次のア～イのいずれかに該当する利用者につい

ては多床室と同額となります。 

ア．感染症や治療上の必要等、施設側の事情により一定期間（30日以内）個室での対応が

必要な場合（医師の診断必要） 

イ．著しい精神症状等により、多床室では同室者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそ

れが高く、個室以外での対応が不可能である利用者（医師の診断必要) 

※ 写真のプリントについては、生活相談員にご相談ください。 

（４）減額について 

①食費・居住費の補足給付（特定入所者介護サービス費） 

「介護保険負担限度額認定証」の交付を受けた方は、当該認定書に記載されている負担限

度額（下記表に掲げる額）となります。 

利用者負担段階 
食 費 

（負担限度額） 

居住費（負担限度額） 

多床室 従来型個室 

第１段階 300円／日 0円／日 380円／日 

第２段階 390円／日 430円／日 480円／日 

第３段階① 650円／日 430円／日 880円／日 

第３段階② 1,360円／日 430円／日 880円／日 

②社会福祉法人による利用者負担軽減制度 

老齢福祉年金の受給者や市民税が世帯非課税である方などで生計の困難な方が対象です。

本制度による減額は、「京都市社会福祉法人利用者負担軽減確認証」の提示があった月から

の対応となります。 

③高額介護サービス費 

利用者負担額（月額）を世帯で合計した額が一定の上限を超えた場合、申請により超えた

額が払い戻されます。払戻しを受けるまでの間、費用負担が高額になることから、受領委任

払制度を利用していただきます。この制度を利用すると高額介護サービス費が、京都市から

施設に直接支払われるため、施設には自己負担上限額を支払うだけで済みます。詳細は生活

相談員までご相談ください。 

※ 上記①②については、京都市各区役所健康長寿推進課高齢介護保険担当へ申請手続き

をお願いします。上記③については、施設が入所時に申請代行を行い、以降は自動更

新となります。 

※ 認定証等の減額対象であることを確認できる書類は、施設にご提出ください。 

 

４ 利用料金、その他の費用の請求及び支払い方法について 

請 求 方 法 

 

利用料金及びその他の費用は、利用月ごとの合計金額により、請求します。 

上記に係る請求書は、利用月の翌月 25日頃にお届け（郵送）します。 

支 払 期 日 利用月の翌々月の６日（土、日、祝日の場合は、その翌日） 

支 払 方 法 

 

口座振替 

お手持ちの口座より振替が可能です。（手数料は、施設負担） 

 

５ 口腔衛生の管理について 

（１）利用者に対する口腔衛生の管理について、利用者の口腔の健康状態に関して計画的に行うも
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のとし、その内容について実施事項等を文書で取り決めておくものとする。 

（２）歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士（以下「歯科医師等」という。）から、介

護職員に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上受けるものとする。 

（３）介護職員等又は歯科医師等が利用者毎に施設入所時及び月に１回程度の口腔の健康状態の評

価を行うものとする。 

 

６ 褥瘡予防について 

（１）褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生を予防するために、「褥瘡予防

対策指針」を整備、褥瘡予防対策担当者を配置し、褥瘡予防対策委員会において対策の検討を行

います。 

（２）褥瘡発生予防のために、職員に対し褥瘡に関する基礎的知識や日常的なケアにおいて配慮す

べきことなどについて、研修や情報共有を行います。 

 

７ 入所中の医療の提供について 

（１）協力医療機関 

①施設は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次の要件を満たす協力医療機関

を定めています。 

ⅰ）利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

ⅱ）施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

ⅲ）利用者の病状が急変した場合等において、施設の医師又は協力医療機関その他の医療機

関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた利用者の入院を原則として受け入れる

体制を確保していること。 

医療機関の名称 社会福祉法人京都社会事業財団 京都桂病院 

所 在 地 京都市西京区山田平尾町 17番地 

診 療 科 総合病院（内科・外科・整形外科・耳鼻咽喉科・皮膚科・その他） 

 

医療機関の名称 澤田歯科医院 

所 在 地 京都市西京区川島松園町 33番地 

診 療 科 歯 科 

※ 医療を必要とする場合は、利用者の希望により、上記協力医療機関において診療や入院

治療を受けることができます。（ただし、上記医療機関での優先的な診療・入院治療を

保証するものではありません。また、上記医療機関での診療・入院治療を義務付けるも

のでもありません。） 

※ 協力医療機関以外の医療機関への受診を希望される場合は、事前にお知らせください。 

※ 医療機関への受診時には、原則として、家族等に付き添い等をお願いすることになります。 

②施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を

確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出るものとします。 

③施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）
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第６条第17項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」

という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同

条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同

じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めます。 

④施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指

定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行います。 

⑤施設は、利用者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、

退院が可能となった場合においては、再び施設に速やかに入所させることができるように努め

ます。 

（２）施設が実施できない医療及び医療的ケア（例） 

持続点滴、中心静脈注射（IVH）、経管栄養（胃ろう、経鼻）、人工呼吸器、皮下埋め込み

型ポート、気管切開、人工透析、昼夜を問わず頻回に喀痰吸引が必要な場合の対応、疼痛緩

和のための麻薬投与、介護職員による鼻腔や気管内の喀痰吸引など 

※ 入所後、医療や医療的ケアが必要となった場合は、病院等への移行となります。 

（３）喀痰吸引について 

介護職員の内、一定の研修を修了した者が、医師・看護職員の指示のもと、口腔内（咽頭の

手前までに限る。）の痰の吸引（医療的ケア）を行うことがあります。口腔内の吸引が必要と

なった場合は、その時点で個別に利用者・家族に説明を行うとともに書面で同意を得ます。 

（４）緊急時の対応について 

①昼夜を問わず利用者の容態に急変等があった場合は、施設のマニュアルに基づき、状況に応

じて施設の配置医師又は協力医療機関への受診調整を行うとともに、あらかじめ確認してい

る緊急連絡先へ連絡をします。協力医療機関の受け入れが困難な場合は、搬送先が他病院に

なる場合があります。原則として家族に付き添い等をお願いします。 

②施設は、サービス提供を行っているときに、利用者の病状の急変が生じた場合その他必要な

場合のため、あらかじめ、施設の医師及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協

力医療機関との連携方法その他の緊急時における対応方法を定めておくものとします。 

③施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、１年に１回以上、緊急時等における対

応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行います。 

 

８ 看取り介護及び急変時の対応について 

施設では「看取り介護に関する指針」に基づき看取り介護を行っています。入所時に説明を

行うとともに、利用者・家族の意向を確認させていただきます。また、急変時の対応について

の意向をあらかじめお聞きします。 

 

９ 事故発生時の対応について 

（１）施設サービスの提供により事故が発生した場合は、関係行政機関、利用者家族等に連絡を行

うとともに必要な措置を講じます。 

①医療機関への連絡と受診（物を壊した場合等を除く。） 

②利用者の家族等への連絡 

③必要時の市町村への連絡 
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④事故原因の解明・改善策の検討 

（２）当施設の責めに帰すべき事由により生じた事故については、利用者や家族に賠償する責任を

負うものとします。（事業所加入の損害賠償保険に基づく対応） 

（３）事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うとともに、適切に事故

発生時の対応及び再発防止策を講じるための担当者を配置します。 

 

10 非常災害時の対応及び対策について 

非常災害に備えるため、別に定める「災害対策計画等」に基づき、年２回定期的に避難訓練

等を行います。（うち１回は夜間想定訓練） 

施設は、訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

非 常 時 の 対 応 

 

災害時避難訓練により、利用者の避難誘導や災害通報、初期防災に努

めます。 

近 隣 と の 協 力 

 

 

京都桂病院への自動火災報知による応援要請と避難先としての受入

れを依頼します。近隣学区の自衛消防団や上記京都桂病院の自衛消防

団との連携がとれています。 

防 災 設 備 

 

スプリンクラー設備、自動火災報知設備、非常火災通報装置、消火器、

防火戸 

災害対策計画等 

 

災害対策計画、消防計画、地震等災害対策計画、風水害対策計画、災

害時避難計画に基づく。 

 

11 衛生管理等について 

（１）施設は、利用者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に

努め、又は衛生上必要な措置を講じるとともに、医薬品及び医療機器の管理を適正に行います。 

（２) 施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、以下の措置を講じます。 

①施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を

おおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員及びその他の職員

に周知徹底を図ります。 

②施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

③施設において、介護職員その他の職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施します。 

 

12 業務継続計画の策定等について 

（１）施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定し、その計画に従

い必要な措置を講じます。 

（２）施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期

的に実施します。 

（３）施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

13 虐待の防止について 

（１）施設は、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じます。 
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①施設における虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その

結果について、介護職員その他の職員に周知徹底を図ります。 

②施設における虐待防止のための指針を整備します。 

③施設において、介護職員その他の職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。 

④上記の措置を適切に実施するための担当者を配置します。 

（２）施設は、サービス提供中に、職員又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）に

よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、市町村に通報します。 

 

14 身体的拘束等の適正化について 

(１) 施設は利用者に対し、利用者又はほかの利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合の例外３原則（①切迫性 ②非代替性 ③一時性）と認められる時以外は、身体的

拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。 

(２) 緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

なお、やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その時点で個別に説明を行うとともに同意

を得ます。 

(３) 身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じます。 

①身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員そ

の他の職員に周知徹底を図ります。 

②身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。 

③介護職員その他の職員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 

15 身元引受人及び緊急連絡先について 

契約締結時に身元引受人を求めます。身元引受人は契約書・重要事項説明書に記載する内容

について責任を負うことになります。身元引受人が定められない場合であっても、相当な理由

が認められる場合は、入所契約を締結することは可能です。 

緊急連絡先が変更となった場合は、必ず施設まで連絡をお願いします。 

 

16 証書等の預かりについて 

以下の証書等を施設でお預かりします。必要時は返却いたします。 

介護保険被保険者証、介護保険負担割合証、介護保険負担限度額認定証、京都市社会福祉法

人利用者負担軽減確認証、身体障害者手帳、健康保険被保険者証（健康保険資格確認書）、重

度障害老人健康管理費支給制度のシール、自立支援医療受給者証、京都桂病院の診察券 

 

17 住所変更について 

施設の住所に変更をご希望の場合は、まず生活相談員・介護支援専門員に事前にお申し出く

ださい。 
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18 契約の終了について 

（１）契約の終了事由 

施設との契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のような事由がない限り、

継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合

には、施設との契約は終了し、利用者に退所していただくことになります。 

①利用者が死亡した場合 

②要介護認定により利用者の心身の状況が自立又は要支援と判定された場合 

③平成 27 年 4 月 1 日以降に入所された利用者が、要介護認定により要介護１又は要介護２と

判定され、特例入所の要件に該当しない場合 

④施設が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合 

⑤施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

⑥施設が介護保険の指定を取り消された場合、又は指定を辞退した場合 

⑦利用者から退所の申出があった場合（詳細は以下をご参照ください。） 

（２）利用者からの退所の申出（契約解除） 

契約の有効期間であっても、利用者から退所を申し出ることができます。その場合には、

退所を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。 

ただし、次の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②施設の運営規定の変更に同意できない場合 

③利用者が入院された場合 

④事業者若しくはサービス従事者が正当な理由なく契約書に定める介護福祉サービスを実施

しない場合 

⑤事業者若しくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥事業者若しくはサービス従事者が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、

又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑦第三者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合若しくは傷つけるおそれがある場合に

おいて、事業者が適切な対応をとらない場合 

（３）事業者からの申出により退所していただく場合（契約解除） 

以下の事項に該当する場合には、施設から退所していただくことがあります。 

①利用者が契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、

又は不実の告知を行い、その結果契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

②利用者のサービス利用料金の支払いが正当な理由なく６か月以上遅延し、料金を支払うよう

催告したにもかかわらず 30日以内に支払われない場合 

③利用者が、故意又は重大な過失により事業者・サービス従事者若しくはほかの利用者等の生

命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、契約を継

続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④利用者が連続して３か月以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場合若しくは入院し

た場合（医療行為が必要となった場合を含む。） 

⑤利用者がほかの介護保険施設に入所した場合 
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（４）利用者が病院等に入院された場合の対応について 

施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は以下のとおりです。 

①利用者が、病院又は診療所に入院した場合、３か月以内に退院すれば退院後も再び施設へ入

所できるものとします。ただし、退院時の利用者の心身の状態により、居室変更を行う場合

があります。また、退院されてからも継続して医療処置が必要な場合、当施設での受入れが

可能かどうか個別に相談をさせていただきます。 

②利用者が、病院又は診療所に入院した期間が６日（入院した日及び退院した日を除く。）以

外の場合は、利用者は別に定める料金体系に基づいた所定の利用料金をご負担いただきます。 

（５）円滑な退所のための援助 

利用者が施設を退所する場合には、利用者の希望により、事業者は利用者の心身の状況、

置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を速やかに行います。 

①適切な病院若しくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

②居宅介護支援事業者の紹介 

③その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

（６）退所に伴う証書等の返却及び荷物の引取りについて 

証書等の返却及び荷物の引取りについては、退所後日程調整をさせていただきます。荷物

の処分を希望される場合は、実費をお支払いいただくことになります。 

（７）最終利用料の支払いについて 

最終利用料が確定しましたら、身元引受人に請求書と振込先を送付させていただきますの

で、振込みをお願いします。振込み以外の方法をご希望の際は、ご相談ください。（手数料

は、身元引受人にご負担いただきます。） 

 

19 第三者評価の実施状況について 

実 施 の 有 無 有 

直近の実施年月日 令和 4年 10月 7日 

評 価 機 関 の 名 称 一般社団法人京都市老人福祉施設協議会 

評価結果の開示状況 施設内掲示、ホームページ及び広報誌に掲載 

 

20 ハラスメント防止対策について 

施設は、適切な施設サービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動

又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより

職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

 

21 苦情・相談受付について 

（１）サービスの提供に係る利用者やその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情

を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じます。 

（２）施設は、提供したサービスに関し、国又は地方公共団体が行う調査に協力するとともに、国

又は地方公共団体から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を

行います。 

（３）施設は、提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会の調査
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に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又

は助言に従って必要な改善を行います。 

（４）当施設における苦情やご相談は以下の窓口で受け付けます。 

所 在 地 京都市西京区山田平尾町 46番地 

電 話 番 号 （０７５）３９１－７８７０ 

Ｆ Ａ Ｘ （０７５）３９２－０１９１ 

受付窓口担当者 長田 由里子 ・ 小林 ひとみ 

受 付 時 間 ８:３０～１７:３０ 

また、苦情受付ボックスを玄関・受付に設置しています。 

なお、当施設以外に居宅介護支援事業所、京都市の各区役所・支所、京都府国民健康保険団

体連合会等にも苦情・相談の受付窓口があります。 

【各窓口連絡先】 

窓 口 電 話 番 号 

西京区役所 保健福祉センター健康福祉部 

健康長寿推進課（高齢介護保険担当） 
（０７５）３８１－７６３８ 

西京区役所・洛西支所 保健福祉センター健康福祉部 

健康長寿推進課（高齢介護保険担当） 
（０７５）３３２－９２７４ 

京都府国民健康保険団体連合会 （０７５）３５４－９０９０ 

その他の受付窓口（            ） （   ）   － 

※ その他の受付窓口は、利用者の保険者が京都市西京区以外の場合に記入 

【第三者委員】 

中野 篤子 ※京都さくら司法書士事務所 司法書士 （０７５）７６２－２２９６ 

福富 昌城 ※花園大学 教授 （０７５）８１１－５１８１ 

 

22 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保等について 

施設は、業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図

るため、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催する

ものとします。 

 

23 個人情報の保護について 

（１）事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚

生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダ

ンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとし、以下に記載するとおり必要最小限の範囲

内で使用します。 

（２）使用目的 

①適切なサービス提供のために必要な場合の施設内での情報収集と情報共有 

②上記①のほか、利用者が関係する福祉サービス等との情報収集、連絡調整が必要な場合 

③利用者が体調を崩し、又は怪我等で病院へ行った時の医師・看護職員等への情報提供 
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（３）個人情報を提供する事業所 

①協力病院の医師・看護職員等 

②状況に応じ①以外の病院 

③保健福祉センター・地域包括支援センター 

④退所を検討される場合に必要な関係機関や事業所 

（４）使用する期間 

契約終了まで 

（５）使用する条件 

①個人情報の利用については、必要最小限の範囲で使用するものとし、個人情報の提供に当

たっては、関係者以外の者に漏れることのないよう細心の注意を払います。 

②個人情報を使用した会議、相手方、個人情報の利用内容等の経過を記録します。 

③利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族等の個人情報を用いる場

合は当該家族等の同意をあらかじめ文書により得るものとします。 

 

24 利用者の写真及び氏名掲載について 

居室入口に氏名を掲示します。写真及び氏名の取扱いについては、入所時に書面にて説明の

上、同意を得た範囲で使用します。 

 

25 記録の整備について 

（１）施設は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備します。 

（２）利用者に対するサービスの提供に係る諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存します。 

 

26 その他 

（１）施設では、ボランティア及び専門職の養成のために実習生等の受入れをしています。サービス

提供に当たり、実習生等が職員に同行することがありますので、ご協力ください。 

なお、ボランティア・実習生等の受入れに際しては、利用者の個人情報の取扱いについて留

意します。 

（２）職員の名刺等にメールアドレスを記載しておりますが、緊急の連絡の場合は、必ずお電話に

てご連絡いただきますようお願いします。 
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サービス提供に当たり、利用者に対して重要事項説明書を交付のうえ、サービス内容、重要事項

及び個人情報の利用について説明を行いました。 

 

この重要事項説明書の説明年月日 令和   年   月   日 

 

事
業
者 

所 在 地 京都市西京区山田平尾町 17番地 

法 人 名 社会福祉法人 京都社会事業財団 

代 表 者 名 理事長  野 口  雅 滋 印 

事
業
所 

所 在 地 京都市西京区山田平尾町 46番地 

事 業 所 名 特別養護老人ホーム 京都厚生園 

管 理 者 寺 坂  ユキ子  

事業所番号 ２６７４００００３５ 

説
明
者 

職   名  

氏   名  印 

 

 

私は、重要事項説明書に基づいてサービス内容、重要事項及び個人情報の利用について説明を受

け、その内容に同意のうえ、本書面を受領しました。 

 

利 用 者 

住所  

氏名  印 

 

代 筆 者 氏名  印 

（利用者との続柄：            ） 

 

代 理 人 

住所  

氏名  印 

（利用者との続柄：            ） 
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重要事項説明書付属文書 

 

１．契約締結からサービス提供までの流れ 

利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成する「施

設サービス計画（ケアプラン）」に定めます。 

「施設サービス計画（ケアプラン）」の作成及びその変更は次のとおり行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．サービス提供における事業者の義務 

施設は、利用者に対して、サービスを提供するに当たって、次のことを守ります。 

①利用者の生命、身体、財産の安定・確保に配慮します。 

②利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、利用

者から聴取、確認します。 

③災害に関する具体的計画を策定するとともに、利用者に対して、定期的に避難、救出そ

の他必要な訓練を行います。 

④利用者が受けている要介護認定の有効期限満了日の 30日前までに、要介護認定の更新の

申請のために必要な援助を行います。 

⑤利用者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともに、利用者の

請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

⑥利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

ただし、利用者又はほかの利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場

合には、記録を記載する等、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があります。こ

の場合でも利用者の家族に報告し、必要に応じて情報の開示に努めます。 

⑦事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するに当たって知り得た利用

者又は家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。（守秘義務）ただ

し、利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に利用者の心身等の情

報を提供します。 

また、利用者の円滑な退所のための援助を行う際には、あらかじめ文書にて、利用者の

同意を得ます。 

①施設の介護支援専門員（ケアマネジャー）に施設サービス計画の原案作成やそ

のために必要な調査等の業務を担当させます。 

③施設サービス計画は、定期的若しくは利用者及びその家族等の要請に応じて、

変更の必要があるかどうかを確認し、変更の必要のある場合には、利用者及び

その家族等と協議して、施設サービス計画を変更します。 

④施設サービス計画が変更された場合には、利用者に対して書面を交付し、その

内容を確認していただきます。 

②その担当者は施設サービス計画の原案について、利用者及びその家族に対して

説明し、同意を得た上で決定します。 
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３．施設利用の留意事項 
面会 

 

 

 

 

 

令和 7年 4月現在、14:00～16:00の間の 15分間、3名まで、不織布マスク

の着用と手指消毒を行っていただき、面会簿の記入の上、居室での面会対

応を行っております。園内の感染状況などにより、面会方法を変更する場

合がございます。変更した場合は、お知らせ等にて、変更内容をお伝えし

ます。 

ご利用者の体調不良時や看取り期においては、個別に検討します。 

外出・外泊 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響から、外泊は原則中止でお願いします。 

外出は感染予防をした上で、２時間以内で食事（おやつ含む。）なしでお願

いします。まずは行き先・時間など、事前に職員にご相談ください。外出時

間や内服薬等について利用者の状態に合わせ調整が必要な場合があります。 

外出時は届出書を記載いただきます。 

感染症予防 

 

 

 

 

ご家族等が来園時は、必ず、不織布マスクを持参し着用をお願いします。 

面会時には不織布マスクの着用と手指消毒をお願いします。また、来園時

の検温と面会簿への体調確認の記入をお願いします。 

季節に関わらず風邪症状や発熱、吐き気、下痢症状がある場合は来園を自

粛してください。 

飲酒 職員にご相談ください。 

喫煙 園内での喫煙はできません。 

所持品の持込み 居室ベッド周辺の収納ボックスに入る範囲の持込みは可能です。 

食べ物の持込み 

 

 

 

生ものは控えてください。健康上や食中毒防止のため職員に声をかけてく

ださい。 

包丁で切る、手で皮をむくなど、手を加え提供する必要のある食材や賞味

期限をこまめに管理する必要のある食品のお預かりはできません。 

ペットの飼育や

面会 

ペットを飼育目的で持ち込むことはできません。 

ペットの面会は、原則玄関外でお願いします。 

宗教・政治活動・

営利活動 

施設内でほかの利用者や来訪者に対する宗教活動及び政治活動、営利活動

はご遠慮ください。 

所持金品の管理 

 

 

金品や貴重品の持込みは極力避けてください。居室で保管される場合は自

己責任の範囲で管理してください。相談の上、必要に応じて金庫等でお預

かりする場合があります。 

金銭の貸し借り 利用者間での金銭の貸し借りは禁止しています。 

ほかの利用者及び

家族、職員の個人情

報の保護について 

面会等で来園された際に知り得た、ほかの利用者及び家族、職員の個人情

報について外部へ漏らすことのないようにお願いします。 

 

園内での撮影

（静止画・動画）

について 

 

まず、職員に声をかけてください。 

施設に無断でほかの利用者及び家族、職員の静止画や動画の撮影をするこ

とのないようにお願いします。また、園内で撮影した静止画・動画はＳＮ

Ｓに投稿しないでください。 

当園への電話連

絡等について 

 

 

 

 

生活相談員・介護支援専門員へのお電話については、勤務時間内の８:３０

～１８:３０までの間でお願いします。記載時間以外の電話対応については

原則宿直者、夜勤者での対応となり、聞き置き対応となります。 

※夜間等にご連絡があった場合には翌朝以降の対応になります。 

※特に医療面等のお問合せについては、看護職員の勤務時間内（９:００～

１８:００）にご連絡をお願いします。 

職員や事業所に対しての贈答品等はご遠慮ください。 

 


